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I．シリア 
 
シリアの過去 5 回の人口センサス（1960 年人口センサス（S36）、1970 年人口センサス（S37）、1981 年
人口センサス（S38）、1994 年人口センサス（S39）、2004 年人口センサス（S41））をデータソースとして、シ
リアにおける女性労働力率の推移と、女性労働力の分布について概観する。 
外国人労働者は本書の対象外としたため、シリア人（統計上は Syrian Arab、あるいは Syrian 










表 7  シリアにおける 15 歳以上の労働力率および失業率の推移 （％） 
    1960 1970 1981 1994 2004 
労働力率 
男性 83.8  82.0 79.1 79.9  75.4  
女性 7.9  8.6 7.1 11.7  14.7  
全体 45.9  45.7 43.8 46.3  45.7  
失業率 
男性 9.5  5.4 4.0 6.4  10.7  
女性 22.6  4.4 4.3 11.1  21.6  
全体 10.6  5.3 4.1 6.9  12.4  
（出典）1960 年人口センサス Table29、1970 年人口センサス Table47～49、1981 年人口センサス Table 
No.53、1994 年人口センサス Table No.35/A および No.35/B、2004 年人口センサス Table 28/A
および 29/B より筆者計算。 
※年齢不明も含む。15 歳未満の数値もある場合は、15 歳未満の数値を引いて計算。 
 
 
資料編 1：女性労働に関する統計データ  I.シリア 
- 171 - 
















特に 1981～94 年の 10 年間の増加は大きい。男性の労働力率の減少は、教育を受ける期間が長くなった
ことが理由として考えられるが、女性も男性同様に教育期間が長くなっているにもかかわらず、労働力率は
増加している。しかしシリアの女性労働力率は2004年においても14.7%にとどまり、ヨルダン、レバノンと比
べると 3 カ国の中で最も低い。 
失業率は男女とも 1981 年までは減少傾向にあり、その後増加に転じている。2004 年の失業者のうち約
98％を就業経験のない失業者が占める1ことから明らかなように、近年の失業者の多くは若者である。失業





年の 42.5％から 2004 年の 52.7%まで増加している4ものの都市への人口集中はそれほど進んでいない。 
                                                        
1 2004年人口センサスTable 28/A、29/B、36/Aおよび36/Bより筆者計算。 
2 United Nations Development Programme, 2009. Arab human development report 2009. New York : 
UNDP, Table 04, p.232. 
3 Economist Intelligence Unit 2005. Country profile 2005 : Syria, London : EIU, p. 20, p.34. 
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（２）年齢階級別女性労働力率 
表 8  シリアにおける女性労働力率の推移（年齢階級別、都市・農村別） （％） 
 1960 1970 1981 1994 2004 
年齢 全体 都市 農村 全体 都市 農村 全体 都市 農村 全体 都市 農村 全体 
6-9 2.5         
10-14 7.6 2.9  12.5  8.3 1.1 4.9 3.2 1.3  5.4  3.4   
15-19 11.5 5.1  16.3  11.5 3.7 8.2 6.0 5.1  12.8  9.2 6.6 16.6 11.5 
20-24 10.0 8.9  11.2  10.2 13.3 8.3 10.7 13.0  15.3  14.2 14.6 21.6 18.0 
25-29 9.1 9.6  8.8  9.2 16.5 6.4 11.4 18.6  14.7  16.7 18.1 20.3 19.1 
30-34 8.5 8.5  8.9  8.7 13.3 4.6 8.7 19.0  12.9  16.2 18.8 18.2 18.5 
35-39 7.9 7.5  9.2  8.5 10.7 3.9 7.2 17.0  10.7  14.1 20.0 16.7 18.5 
40-44 8.0 6.7  9.3  8.2 8.7 3.8 6.1 13.6  8.9  11.3 19.0 14.4 17.0 
45-49 6.8 6.2  9.2  8.0 7.2 3.8 5.4 10.8  7.9  9.4 15.9 10.6 13.7 
50-54 5.8 5.3  9.2  7.7 5.1 3.7 4.3 7.4  6.8  7.1 11.4 7.9 9.8 
55-59 4.6 4.3  7.4  6.1 3.8 3.3 3.5 5.0  6.5  5.7 7.1 5.7 6.5 
60-64 3.4 3.5  7.0  5.6 2.1 2.5 2.4 2.6  5.3  4.0 2.8 4.3 3.5 
65+ 1.3 1.9  4.0  3.2 1.0 1.2 1.1 1.5  3.1  2.4 1.5 2.5 2.0 
全年齢 7.1 5.9  10.6  8.6 7.3 5.4 6.3 9.8  10.2  10.0 13.7 15.8 14.7 
（出典）1960 年人口センサス Table 29、1970 年人口センサス Table48、1981 年人口センサス Table No.76、1994 年人口センサス Table No.35/B、2004 年人口センサス
Table 29/B より筆者計算。 
※対象：1960 年は 6 歳以上、1970～94 年は 10 歳以上、2004 年は 15 歳以上。 
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シリア女性全体の年齢階級別の労働力率についてみると、1960 年、1970 年は 10 代後半の女性の労働






年齢階級別の労働力率をみるとさらに大きな違いが現れる。都市では、1970 年から 20 代の労働力率が
最も高く、1994 年にはそれが 20 代後半から 30 代前半へと移り、2004 年には 30 代後半が最も労働力率
が高くなっている。これに対して農村では、10 代から労働力率が比較的高く、20 代、30 代の労働力率もか
なり増加しているものの、都市と比べて明らかに労働力率のピークが若い年齢階級にきている。また 1970
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（３）女性労働力の学歴別分布 
表 9  シリアにおける女性労働力の学歴別分布（都市・農村別） （％） 
 1960 1970 1981 1994 2004 
  全体 都市 農村 全体 全体 都市 農村 全体 都市 農村 全体 
非識字 80.5 42.0 93.4 78.2 35.9 6.5 33.9  20.6 5.1 23.5 14.3 
読み可・読み書き可 7.2 11.5 4.1 6.2 11.6 8.2 19.3  13.9 14.6 22.9 18.8 
小学校卒業 4.1 9.4 1.3 3.7 11.9 12.6 18.0  15.4 9.5 17.5 13.5 
中学校卒業 
6.3 
7.3 0.2 2.3 7.6 11.1 7.7  9.3 9.5 8.5 9.0 
高校卒業 9.5 0.3 3.0 9.9 14.3 4.9  9.5 15.0 9.7 12.3 
専門学校卒業 -- 13.4 0.6 4.4 15.9 32.0 13.3  22.3 29.4 13.4 21.4 
大学以上卒業 0.8 6.9 0.1 2.1 7.1 15.1 2.9  8.8 16.5 4.1 10.3 
不明 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0  0.1 0.5 0.4 0.4 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0  100.0 100.0 100.0 100.0 
（出典）1960 年人口センサス Table36、1970 年人口センサス Table 58、1981 年人口センサス Table 59、1994 年人口センサス Table 47A および 47B、2004 年人口
センサス Table 29/A および 29/B より筆者計算。 
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性の比率がどんどん増えていることがわかる。シリアでは 1981年に 6 年の初等教育が完全に義務化され、




の女性労働者の比率は 2004 年で 46.6%で、3 カ国の中で最も大きい（ヨルダン 2004 年 6.3%、レバノン 
2007 年16.0%）。 





                                                        
5 齋藤一彦 2001 『中近東諸国における身体教育の特質と国際協力のあり方に関する研究』 [東京] : 国際
協力事業団国際協力総合研修所 5ページ；2002年法律32号。 
6 United Nations, Economic and Social Commission for Western Asia 2010. Statistical abstract of the 
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（４）女性労働力の産業別分布 
表 10  シリアにおける女性労働力の産業別分布（都市・農村別） （％） 
 1960 1970 1981 1994 2004 
  全体 都市 農村 全体 都市 農村 全体 都市 農村 全体 都市 農村 全体 
農林水産業 57.1 10.6 91.0 67.9 3.0 63.6 30.5 2.5 58.9 31.5 4.3 53.3 27.7 
鉱業 0.2 0.3 0.1 0.1 0.0 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 
製造業 9.1 28.6 6.0 12.5 22.4 15.7 19.4 15.7 10.8 13.2 9.2 4.5 7.0 
電気・ガス・水道業 0.1 0.5 0.0 0.1 0.9 0.1 0.5 0.7 0.3 0.5 0.3 0.1 0.2 
建設業 0.7 0.6 0.3 0.4 2.4 2.2 2.3 2.6 1.7 2.1 4.1 4.6 4.3 
運輸・通信業 0.4 1.7 0.0 0.5 2.7 0.7 1.8 1.8 0.9 1.3 1.2 0.5 0.8 
卸売・小売業、飲食サービス業 
1.2 
3.5 0.3 1.2 4.3 1.1 2.8 4.3 1.3 2.7 4.2 1.3 2.8 
金融・保険業、不動産業 2.2 0.0 0.6 2.5 0.2 1.4 2.6 0.4 1.5 2.5 0.4 1.5 
サービス業 31.2 51.9 2.2 16.4 60.8 15.5 40.2 68.4 24.8 46.0 72.9 33.9 54.3 
分類不能・不明 0.1 0.2 0.1 0.1 0.9 0.9 0.9 1.1 0.7 0.9 1.1 1.4 1.2 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
（出典）1960年人口センサスTable34、1970年人口センサスTable61、1981年人口センサスTable 73、1994年人口センサスTable 62/F、2004年人口センサスTable 36/A
および 36/B より筆者計算。 
※対象：1960 年は 6 歳以上、就業経験のない失業者を除く、就業経験のある失業者を含むかどうかは不明、また”Not stated”は労働力状態不明のため除く。1970～94 年は
10 歳以上、2004 年は 15 歳以上。1970～2004 年は就業経験のある失業者（全体の 0.3～1.6%）を含むが、就職経験のない失業者は除く。 
※「サービス業」には、1960 年は”Services(Governmental and administrative services, Community services, Business services, Recreation services, Personal 
services を含む） ”、 1970 年および 1981 年は ”Community, social & personal services”、 1994 年および 2004 年は ”Public administration and 
defence” 、 ”Education” 、 ”Health and social work” 、  ”Other community, social&personal service” 、 ”Private households with employed 
per.”、”Embassies”、”Extra-territorial organizations&body”を計上している。 
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かる。都市においては、1970 年でもサービス業従事者が 5 割を超え女性の就労はサービス業中心だった
が、2004 年にはサービス業の比率は 7 割を超えている。農村においても、1970 年に 9 割以上を占めた農
林水産業の比率は 5 割程度まで下がり、サービス業の割合が 3 割を占めるまでに増大している。しかし、農
業従事者の比率は低下しつつあるものの、ヨルダン、レバノンに比べて、シリアでは農業に従事する女性の
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（５）女性労働力の職業別分布 
表 11  シリアにおける女性労働力の職業別分布（都市・農村別） （％） 
 1960 1970 1981 1994 2004 
  全体 都市 農村 全体 都市 農村 全体 都市 農村 全体 都市 農村 全体 
専門・技術 7.9 30.1  1.3 9.6 43.6 11.9 29.2 52.8  19.6 35.7 47.5 20.2 34.5 
管理・行政 0.3 0.2  0.0 0.1 0.1 0.0 0.1 2.2  0.5 1.3 0.4 0.1 0.2 
事務 2.5 12.8  0.1 3.8 22.0 3.1 13.4 15.0  3.4 9.0 20.8 8.7 15.0 
販売 0.5 1.0  0.2 0.4 1.9 0.7 1.4 2.4  0.9 1.6 2.8 1.0 1.9 
サービス 8.5 13.0  0.6 4.1 6.7 1.9 4.5 7.1  3.5 5.2 8.6 5.0 6.9 
農林・漁業 49.3 10.6  91.0 67.9 3.1 64.5 31.0 2.4  59.0 31.5 4.2 53.4 27.6 
製造・制作・機械運転・採
掘・運輸・労務作業者 
22.0 32.3  6.7 14.1 21.9 17.0 19.7 16.9  12.3 14.6 13.8 10.0 12.0
分類不能・不明 9.0 0.1  0.0 0.1 0.8 0.8 0.8 1.2  0.8 1.0 2.0 1.7 1.9 
合計 100.0 100.0  100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0  100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
（出典）1960 年人口センサス Table39、1970 年人口センサス Table52、1981 年人口センサス Table 72、1994 年人口センサス Table 61/F、2004 年人口セン
サス Table 31/A および 31/B より筆者計算。 
※対象：1960 年は 15 歳以上、失業者を含むかどうかは不明、また”Not stated”は労働力状態不明のため除く。1970～94 年は 10 歳以上、2004 年は 15 歳以
上。1970～2004 年は就業経験のある失業者（全体の 0.3～1.6%）を含むが、就職経験のない失業者は除く。 
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は 2004 年で 34.5％で、これはレバノン（2007 年で 20.0%）よりも高いが、ヨルダン（2004 年で 72.9%）に
は遠く及ばない。 
都市では、1970 年には専門・技術職と製造などの従事者がそれぞれ約 3 割を占め、それにサービス職
と事務職が続く形だったが、1981 年以降は専門・技術職の比率は約半数を占め続けている。次いで、事務
職と製造などの職が約10～20％を占めている。農村では、1970 年には 9 割だった農林・漁業従事者が約
5 割まで減少し、1970 年に 1%程度だった専門・技術職が 2004 年には 20%を超えている。製造などの職
業は1970年から1981年の間で大きな伸びを示し1981年には農業従事者に続いて多い職業となったが、
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（６）女性労働力の部門別分布 
表 12  シリアにおける女性労働力の部門別分布 （％） 
 1970 1994 2004 
  全体 都市 農村 全体 都市 農村 全体 
公共部門 15.6 72.7 29.5 50.5 69.6 34.0  52.6 
民間部門 83.3 25.5 66.8 46.7 25.0 23.6  24.4 
混合部門 0.1 0.3 0.5 0.4 0.6 2.0  1.3 
家族経営 -- -- -- -- 2.4 30.2  15.6 
その他 0.9 0.2 2.3 1.3 2.1 10.0  5.9 
不明 0.0 1.3 0.8 1.1 0.3 0.2  0.2 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0  100.0 
（出典）1970 年人口センサス Table81、1994 年人口センサス Table55/A および 55/B、2004 年人口
センサス Table 45/A および 45/B より筆者計算。 
※対象：1970 年、1994 年は 10 歳以上、2004 年は 15 歳以上。就業経験のある失業者（全体の 0.3～
1.6%）を含むが、就職経験のない失業者は除く。 
※「その他」は、1970 年、1994 年は”Cooperative   ينواعت ”、2004 年は”Cooperative  واعت ين ”およ
び”Society يلهأ”を計上している。 












                                                        
7 Perthes, op.cit., pp.38-54. 
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（７）女性労働力の従業上の地位別分布 
表 13  シリアにおける女性労働力の従業上の地位別分布（都市・農村別） （％） 
 1960 1970 1981 1994 2004 
  全体 都市 農村 全体 都市 農村 全体 都市 農村 全体 都市 農村 全体 
雇用者 1.2  0.8  0.4 0.5 1.1 0.9 1.0 4.0  2.8 3.4 2.3 1.2 1.8 
自営業主 5.8  15.2  21.0 19.3 9.4 13.7 11.3 8.2  14.6 11.5 7.6 10.8 9.1 
賃金労働者 51.9  75.8  24.4 39.2 86.0 36.4 63.5 84.6  41.1 62.3 85.9 51.6 69.6 




1.6  2.3  0.5 1.0 0.5 0.5 0.5 0.2  0.2 0.2 1.1 2.6 1.8 
不明 -- 0.1  0.0 0.0 0.2 0.2 0.2 1.3  0.8 1.0 0.2 0.2 0.2 
合計 100.0  100.0  100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0  100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
（出典）1960 年人口センサス Table 29、1970 年人口センサス Table64、1981 年人口センサス Table No.79、1994 年人口センサス Table43/A および 43/B、2004
年人口センサス Table 40/A および 40/B より筆者計算。 
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（８）女性労働力の配偶関係別分布 
表 14  シリアにおける女性労働力の配偶関係別分布（都市・農村別） （％） 
 1960 1970 1981 1994 2004 
  全体 都市 農村 全体 都市 農村 全体 都市 農村 全体 都市 農村 全体 
未婚 53.0  53.6  52.4 52.8 50.6 64.9 57.1 48.1  62.4 55.5 46.9 60.7 53.8 
有配偶 39.5  35.3  37.1 36.5 42.8 27.6 35.8 47.2  33.7 40.3 49.5 36.7 43.1 
離別 1.1  2.6  0.8 1.3 2.2 1.0 1.6 1.9  0.8 1.4 1.5 0.6 1.1 
死別 5.6  8.5  9.7 9.3 4.5 6.5 5.4 2.6  3.0 2.9 2.0 1.8 1.9 
不明 0.8  0.0  0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1  0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 
合計 100.0  100.0  100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0  100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
（出典）1960 年人口センサス Table38、1970 年人口センサス Table 55、1981 年人口センサス Table No.76、1994 年人口センサス Table 46/A および 46/B、2004
年人口センサス Table 30/A および 30/B より筆者計算。 
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9 Ibid., p.146. 
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II．ヨルダン 
 
ヨルダンの過去 3 回の人口センサス（1961 年人口センサス（J33）、1979 年人口センサス（J34）、2004
年人口センサス（J36））の結果を用いて、ヨルダンの女性労働の特徴について概観する。なおヨルダンの












表 15  ヨルダンにおける労働力率および失業率の推移（15 歳以上） （％） 
    1961 1979 2004
労働力率 
男性 80.4  76.5 68.6 
女性 3.1  6.4 19.0 
全体 43.1  41.7 43.9 
失業率 
男性 7.0  9.2 19.2 
女性 3.5  11.7 47.3 
全体 6.9  9.4 25.2 
（出典）1961 年人口センサス Table 6.1、1979 年人口センサス Table P3.01A、2004 年人口センサス
Table5.3 より筆者計算。 
※年齢不明も含む。15 歳未満の数値もある場合は、15 歳未満の数値を引いて計算。 
 
 
                                                        
10 1979年人口センサスTable P1.01A～Bより筆者計算。 
資料編 1：女性労働に関する統計データ  II.ヨルダン 
- 192 - 


























                                                        
11 モガダム（Moghadam）は、ヨルダンの女性と男性との失業率の違い、特に教育を受けた女性が教育を
受けた男性より失業の見込みが高いことは、明らかな女性差別と男性に対する選好を示すものだと指摘
している（Moghadam, op.cit., pp.137-138.）。 
12 United Nations Development Programme, op.cit., Table 04, p.232. 
13 Hijab, Nadia, 1988. "Jordanian women's 'liberating' forces : inflation and labour migration." In Nadia 
Hijab, Womanpower : the Arab debate on women at work. Cambridge : Cambridge University Press 
（本書J68）, p.94.; Moghadam, op.cit., p.130, p.151の註5. 
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（２）年齢階級別女性労働力率 
表 16  ヨルダンにおける女性労働力率の推移（年齢階級別、都市・農村別） （％） 
  1961 1979 2004 
年齢 全体 都市 農村 全体 全体 
5-14 0.5     
15-19 3.9 3.6 2.8 3.3 5.6 
20-24 5.5 19.9 9.0 15.7 29.3 
25-29 3.4 18.5 5.4 13.2 32.9 
30-34 
2.6 
12.0 2.7 8.4 28.0 
35-39 7.1 1.6 4.9 25.9 
40-44 
2.3 
4.2 1.1 3.0 20.6 
45-49 2.8 1.0 2.0 12.9 
50-54 
1.6 
2.2 0.8 1.6 6.1 
55-59 2.0 0.7 1.5 2.6 
60-64 1.0 1.1 0.5 0.8 1.1 
65+ 0.6 0.5 0.3 0.4 0.3
全年齢 2.3 8.6 3.2 6.4 19.0 
（出典）1961 年人口センサス Table 6.1、1979 年人口センサス Table P3.01A、2004 年人口センサス
Table5.3 より筆者計算。 
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女性全体の年齢階級別の労働力率をみると 1961 年、1979 年は 20 代前半に女性の労働力率のピーク
が来ていたのに対し、2004 年は 20 代後半にピークが移動しており、20%を超える高い労働力率が 20 代
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（３）学歴別女性労働力分布 
表 17  ヨルダンにおける学歴別女性労働力分布 （％） 
  1979 2004 
非識字 6.7 2.0 
読み書き可 3.1 1.1 
小学校卒業 5.4 3.2 
中学校卒業 7.7 14.6 
高校卒業 26.9 18.7 
高校卒業以上大学卒業未満 37.0 26.7 
大学以上卒業 13.1 33.8 
不明 0.1 0.1 
合計 100.0 100.0 
（出典）1979 年人口センサス Table P3.06C および P3.06D、2004 年人口センサス Table5.7 より筆者計算。 
※対象：1979 年は 15 歳以上、失業者は含まない。2004 年は 15 歳以上、失業者を含む。 
※2004 年の「中学校卒業」には” Preparatory”に加えて ”Basic education”および”Vocational 
apprenticeship”も計上している。 
※「高校卒業以上大学卒業未満」には、1979 年の”Post-sec”、2004 年の”Intermediate diploma”の数値
を記載している。 
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1979 年の時点で働く女性の約 7 割が高校卒業以上の学歴を有していた点は、1981 年に非識字および
読み可・読み書き可の女性労働者が 4 割弱を占めたシリアとは大きな違いである（レバノンの 1980 年前後
の数値はない）。これは（５）ヨルダン女性労働力の職業別分布で 1979 年に専門・技術職が 60％を超えて
いたことからもうなずける数値であろう。2004 年には、学歴が低い女性労働者でも多くは中学校までは出て
いるという状況が生まれている。 
ヨルダンの 2006 年の（男女合わせた）高校の総就学率は85.4%で、レバノンの 82.8％、シリアの69.5％




                                                        
16 Ibid., p.131. 
17 United Nations, Economic and Social Commission for Western Asia, 2010, op.cit., pp.35-38. 
18 United Nations Development Programme, op.cit., Table 11, p.239. ちなみにシリアの同時期の成人識
字率は80.8%、若年識字率（15～24歳）は92.5％。レバノンについてはデータがない。 






















資料編 1：女性労働に関する統計データ  II.ヨルダン 
 
- 197 - 
（４）女性労働力の産業別分布 
表 18  ヨルダンにおける女性労働力の産業別分布 （％） 
  1961 1979 2004 
農林水産業 4.7 1.2 1.5  
鉱業 0.0 0.1 0.2  
製造業 35.6 6.5 8.7  
電気・ガス・水道業 0.1 0.1 0.5  
建設業 0.3 0.6 0.7  
運輸・通信業 1.0 0.5 2.5  
卸売・小売業、飲食サービス業 2.9 2.7 5.6  
金融・保険業、不動産業 -- 4.7 6.9  
サービス業 49.7 83.3 72.9  
分類不能・不明 5.7 0.4 0.5  
合計 100.0 100.0 100.0  
（出典）1961 年センサス Table 6.3、1979 年人口センサス Table P3.05D～F および Table P3.03、2004
年人口センサス Table 5.9 より筆者計算。 
※対象：1961 年は 5 歳以上、失業者を含む。1979 年および 2004 年は 15 歳以上、失業者を含まない。 
※1961 年には「金融・保険業、不動産業」の項がない。 
※「サービス業」には、1961 年は”Services”、1979 年は”Community soc., pers., serv.”、2004 年
は、”Public administration and defence; compulsory sociel security”、”Education”、”Health and 
social work”、”Other community, social and personal service activities”、”Private households 
with employed person”、”Extra-territorial organizations and bodies”を計上している。 
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1961 年から 1979 年の間に農林水産業に従事する女性の比率が減少した理由についても、産業構造の変
化などが背景にあるのか分析が必要である20。 
ヨルダンで女性が主に就業している産業は、サービス業である。1961 年には製造業で働く女性も 3 割以
上いたが、この比率も 1979 年には 10%以下となり、サービス業が圧倒的多数を占める状況が続いている。 
 
 
                                                        
20 ヨルダンの都市人口は 1961 年で約 5 割、1979 年で約 6 割と大きな変化はない（1961 年人口センサス
Table1.9、および1979年人口センサスTable P1.01A～Bより筆者計算）。2004年人口センサスでは都
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（５）女性労働力の職業別分布 
表 19  ヨルダンにおける女性労働力の職業別分布 （％） 
  1961 1979 2004 
専門・技術 27.4 60.1 72.9  
管理・行政 0.1 1.2 0.0  
事務 6.6 19.4 8.7  
販売 1.0 1.3 
10.6  
サービス 18.6 9.2 
農林・漁業 4.7 1.2 1.1  
製造・制作・機械運転・採掘・運輸・労務作業者 38.4 7.5 6.4  
分類不能・不明 3.3 -- 0.3  
合計 100.0 100.0 100.0  
（出典）1961 年センサス Table 6.8、1979 年センサス Table P3.02、2004 年センサス Table 5.8 より筆者
計算。 
※対象：1961 年は 5 歳以上、失業者を含む。1979 年および 2004 年は 15 歳以上、失業者を含まない。 
※1979 年には分類不能、不明の項がない。 
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職業別の分布では、専門・技術職の比率の高さが目を惹く。シリアの専門・技術職は 2004 年で 34.5％、








表 20  ヨルダンにおける女性労働力の部門別分布 （％） 






（出典）2004 年センサス Table 5.11 より筆者計算。 
※対象：15 歳以上、失業者を含まない。 
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部門別分布については、2004 年のデータしかない。これをみるとシリア同様、公共部門が約 5 割を占め









表 21  ヨルダンにおける女性労働力の従業上の地位別分布（都市・農村別） （％） 
 1961 1979 2004 
  全体 都市 農村 全体 全体 
雇用者 1.1 0.8 0.4 0.7 1.8 
自営業主 33.2 3.4 5.8 3.8 1.7 
賃金労働者 61.4 95.3 92.4 94.8 95.5 
家族従業者 4.1 0.3 1.3 0.5 0.6 
無給の労働者 -- -- -- -- 0.3 
分類不能・不明 0.1 0.3 0.2 0.3 0.0 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
（出典）1961 年センサス Table 6.5 および 6.6、1979 年センサス Table P3.04、2004 年センサス Table 
5.10 より筆者計算。 
※対象：1961 年は 5 歳以上、1979 年および 2004 年は 15 歳以上。いずれも失業者を含まない。 
※「家族従業者」は、1961年および1979年は”Family worker”、2004年は”Unpaid family worker”とな
っている。「無給の労働者（Unpaid worker）」の項は 2004 年にしかない。 
 
                                                        
22 Economist Intelligence Unit 2005, Country profile 2005 : Jordan, London : EIU, pp. 27-28. 
23 Moghadam, op.cit., p.134. 
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（８）女性労働力の配偶関係別分布 
表 22  ヨルダンにおける女性労働力の配偶関係別分布 （％） 








（出典）2004 年センサス Table5.5 より筆者計算。 
※対象：15 歳以上、失業者を含む。 
※「別居中」とは、15 歳以上で結婚しており、離婚や死別したわけではないが、（諍いのために）配偶者とは
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24 Hijab, op.cit, p.94. 
25 Moghadam, op.cit., p.128, p.140. 
26 Ibid., p.140. 
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るベイルートおよび郊外（Beyrouth et banlieue）、その他の都市（Autres villes）を「都市」、農村部







資料① Direction centrale de la statistique, 1972. L'enquête par sondage sur la population 





資料② Comité national de la femme, 1997. La femme libanaise 1970-1995 : chiffres et sens. 
[Beyrouth] : La Source （本書L33）に掲載されている 1987 年の労働関係の数値。 
この資料には女性に関するデータしか掲載されていないため、男性の労働力率などはわからない。 
この資料では、1987 年の数値は L’enquête sur la population déplacée par la guerre au Liban de 
1987 (  ةنس برحلا ببسب نيرجهملا نع قيقحتلا1987  )を出典としている。この資料はベイルートの聖ジョセフ大
学（L’Université Saint-Joseph, Saint Joseph University, فسوي سيدقلا ةعماج）の応用社会科学研究所
（L’Institut d’etudes en sciences sociales appliquées （IESSA））とカナダのケベックのラバル大学
                                                        
27 資料①14.01より筆者計算。都市と村の定義については詳しい記述がない。 
28 United Nations Development Fund For Women, 2002. Evaluating the status of Lebanese women in 
light of the Beijing Platform for Action. Amman : UNIFEM, Arab States Regional Office （本書L12）, 
p.56. 
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資料③ Administration centrale de la statistique, 1998. Conditions de vie des ménages en 
1997 (Etudes statistiques ; no. 9).  [Beyrouth] : Administration centrale de la statistique 
（本書L32） 
レバノン全土の 20,432 住居の 16,864 世帯を対象に行われたサンプル調査。外国人やパレスチナ難
民キャンプが含まれるかどうかについては、言及されておらず、国籍別の表も収録されていない。 
1997 年の労働関係のデータは、上記資料の他にも Comité national de la femme, 1998. La 
femme libanaise 1996-1997 : chiffres et sens. [Beyrouth] : La Source （本書L34） および
Administration centrale de la statistique, 1998. La population active en 1997 (Etudes 





資料④ Ministry of Social Affairs, UNDP and Central Administration for Statistics, c2008. 
Living conditions of households : the national survey of household living conditions 2007. 
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（１）労働力率 
表 23  レバノンにおける 15 歳以上の労働力率および失業率の推移 （％） 
    1970 1987 1997 2007 
労働力率 
男性 75.2  -- 77.3 66.9  
女性 14.8  14.6 21.7 21.1  
全体 45.3  -- 49.3 43.4  
失業率 
男性 5.9  -- 9.0 8.6  
女性 5.3  7.6 7.2 10.1  
全体 5.8  -- 8.6 9.0  
（出典）資料①14.01、資料②87.0.23F より筆者計算。資料③Tableau2.8 および 2.9、資料④
لودج مقر4 -1 および 4 -21 より転記。 
※1987 年は男性のデータはない。1997 年は 15～64 歳の労働力率。 
※1970 年、1987 年は年齢不明も含む。 
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15歳以上の労働力率は、レバノンでは1970年代に14%台と、同時期に10%を下回るシリア、ヨルダンと
比べると比較的高い。そこからの伸び幅はあまり大きくないが、2007年の20％を超える労働力率は、3カ国








                                                        
29 United Nations Development Programme, op.cit., Table 04, p.232. 
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（２）年齢階級別女性労働力率 
表 24  レバノンにおける女性労働力率の推移（年齢階級別、都市・農村別） （％） 
 1970 1987 1997 2007 
年齢 都市 農村 全体 全体 全体 全体 
0-9 0.3 0.3  0.3 
0.6 
0.0   
10-14 7.2 5.8  6.6 0.4   
15-19 14.6 17.8  15.8 9.4 5.8 5.8 
20-24 25.3 21.3  23.8 20.2 25.5 29.8 
25-29 21.3 18.4  20.2 25.3 34.4 42.6 
30-34 18.1 14.1  16.7 21.6 29.9 35.8 
35-39 13.3 14.7  13.9 16.7 27.4 24.3 
40-44 12.4 14.5  13.3 13.2 27.2 22.5 
45-49 12.3 12.6  12.4 9.7 19.3 22.0 
50-54 9.0 12.1  10.2 8.9 14.7 17.2 
55-59 7.3 8.8  7.9 5.7 12.8 14.0 
60-64 7.9 8.8  8.3 4.3 8.0 11.1 
65-69 3.4 6.7  4.9 
2.4 
4.9 3.2 
70+ 2.8 4.5  3.7 1.9 0.7 
全年齢 9.8 9.0  9.5 9.9 14.7 21.1 
（出典）資料①14.01、資料②87.0.23F より筆者計算。資料③Tableau2.8、資料④ لودج مقر 1 -4 より転記。 
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女性の年齢階級別労働力率についてみると、1970 年には 20 代前半が最も高いのに対し、1987 年以降
はピークが 20 代後半に移っている。ただし、1970 年と 1987 年ではピークが異なる程度で、労働力率全体
には大きな変化はなく、40 代後半以降は 1987 年の方が労働力率は低くなる。これに対し、1997 年は、20
代後半から 40 代前半の労働力率が 25%以上と高く、10 代を除き労働力率は全般的に大きく増加している。
2007 年をみると、20 代前半から 30 代前半については 1997 年を上回っており、特に 20 代後半の労働力
率は、40%を超えている。しかし 1997 年の労働力率が 40 代前半までなだらかに減少していくのに対し、
2007 年は急峻な山を描き、30 代後半から急速に低下する。 












0-9 10-14 15-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70+
％
年齢
1970 1987 1997 2007
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（３）女性労働力の学歴別分布 
表 25  レバノンにおける女性労働力の学歴別分布 （％） 
  1987 1997 2007 
非識字 9.3 7.5 3.1 
読み可・読み書き可、または小学校
前教育 
4.2 3.1 1.7 
小学校卒業 15.0 15.0 11.2 
中学校卒業 17.5 18.4 12.1 
高校卒業 26.9 26.8 20.1 
大学以上卒業 26.6 29.1 39.9 
不明・適用不能 0.5 0.1 11.9 
合計 100.0 100.0 100.0 
（出典）資料②87.0.26F より転記。資料③Tableau2.12、資料④Table 85-b より筆者計算。 
※対象：1987 年は全年齢、失業者を含まない。1997 年は年齢不明、失業者を含むかどうか不明。2007 年
は 15 歳以上、失業者を含まない。 
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 学歴別の分布をみると、大学以上の学歴を持つ女性労働者の増加が目立つ。2007 年にはその比率は約
4 割に達しており、シリア、ヨルダン、レバノン 3 カ国の中で最も大学以上の卒業者の比率が高い。レバノン
は高等教育における女性の総就学率が2007年で56.3%とヨルダンよりも高く（ヨルダン41.8％、シリアはデ
ータなし）、（男女合わせた）高校の総就学率では 2007 年で 82.4%とヨルダンの 86.3％より低く、シリアの
71.9％より高い30。中学校卒業以下の女性労働者は、年とともに漸減しているが、2007 年でも 20%弱が小





表 26  レバノンにおける女性労働力の産業別分布（都市・農村別） （％） 
 1970 1997 2007 
  都市 農村 全体 全体 全体 
農業 0.7  57.2 22.5 5.7 4.6 
工業 22.8  15.1 19.8 13.2 10.1 
電気・ガス 0.1  0.0 0.1 0.1 -- 
建設業 0.4  0.1 0.3 0.9 0.0 
運輸・通信業 2.9  0.5 2.0 2.1 2.6 
商業（宿泊・飲食サービス
業を含む） 
7.8  3.4 6.1 19.7 15.6 
金融・保険業 4.5  0.6 3.0 3.9 3.0 
サービス業 60.4  22.8 45.9 53.5 64.0 
その他・不明 0.3  0.3 0.3 0.8 0.2 
合計 100.0  100.0 100.0 100.0 100.0 
（出典）資料①14.10、資料③Tableau2.13、資料④Table 92-a より筆者計算。 
※対象：1970 年は全年齢、失業者を含まない。1997 年は年齢不明、失業者を含むかどうか不明。2007 年
は 15 歳以上、失業者を含まない。 
※「サービス業」には、1970 年は”Autres services”、1997 年は”Services aux entreprises”、 
”Administration”、”Enseignement”、”Santé et travail social”、”Associat. et organisat.”、”Activités 
éduc., loisir”、”Autres services”、”Services aux ménages”、2007 年は”Services”を計上している。 
※2007 年には「電気・ガス」の項がない。 
                                                        
30 United Nations, Economic and Social Commission for Western Asia, 2010, op.cit., pp.33-40. 
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ら 2005 年には 86.6%まで増大している32。こうした変化が農業で働く女性労働者の比率に反映されている
と考えられる。 
全体的にみると、レバノンでは約半数の女性がサービス業に従事しており、その比率は年とともに増加し
ている。また 1970 年には工業がサービス業に続いていたが、1997 年および 2007 年では、商業が工業を
抜いて第2 位となっている。 
                                                        
31 The Middle East and North Africa 2011, London : Europa, p.743. 
32 United Nations Development Programme, op.cit., Table 04, p.232. ただしこの資料のデータソースで
あるUnited Nations Development Programme, c2007. Human development report 2007/2008. New 
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（５）女性労働力の職業別分布 
表 27  レバノンにおける女性労働力の職業別分布（都市・農村別） （％） 
 1970 1987 1997 2007 
  都市 農村 全体 全体 全体 全体 
専門・技術 25.4 14.7 21.3 
16.5 
24.6 20.0 
管理職 0.4 0.0 0.2 6.0 4.1 
中間管理職 -- -- -- 32.5 16.7 19.1 
事務 15.2 2.5 10.3 22.0 15.6 14.4 
販売 3.8 2.4 3.2 --
 15.0  14.1 
サービス 32.0 7.3 22.5 9.0 
農林・漁業 0.7 57.3 22.6 5.2 2.4 2.8 
建設・機械運転・運
輸・労務作業者 
22.3 15.4 19.6 12.5 19.5 25.3 
その他（軍隊、分類
不能、不明を含む） 
0.3 0.4 0.3 2.4 0.4 0.2 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
（出典）資料①14.07、資料②87.0.28F、資料③Tableau2.10、資料④Table 90-a より筆者計算。 
※対象：1970 年、1987 年は全年齢、失業者を含まない。1997 年は年齢不明、失業者を含むかどうか不明。
2007 年は 15 歳以上、失業者を含まない。 
※1987 年の「専門・技術」および「管理職」には”Prof. libérale et cadre sup.”および”Patron et trav. 
indépendante”の数値を計上している。 
※「建設・機械運転・運輸・労務作業者」には、1970 年は"Ouvriers et manoeuvres non agricoles et 
conducteurs d'engins de transport"、1987 年は"ouvrière"、1997 年は"Ouvr. bât., métal., précis. et 
imprim."、"Ouvr. de machines et conducteurs"、"Ouvriers et Emloyés non qualifiés"、2007 年は
"Skilled workers"、"Drivers"、"Unskilled workers"の数値を計上している。 
※1970 年には「中間管理職」の項がない。1987 年には「販売」の項がない。 
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している。専門・技術職は 20%前後を占め続けているが、この比率は、2000 年代についてみると 3 カ国の
中で最も低い。大学以上卒業者の割合が非常に高いのに対して、意外な感がある。この専門・技術職の多
くは教師であると考えられる33。他の2カ国にはない「中間管理職」が10%台後半から30%強を占めており、
専門・技術職、管理職、中間管理職で 1987 年以降は 40%以上を占めている。この中間管理職の女性も半
数近くが教育分野で働いているとされる34。また建設・機械運転・運輸・労務作業者の女性の比率が他の 2







                                                        
33 United Nations. Economic and Social Commission for Western Asia, 2002. Women and men in 
Lebanon : a statistical portrait.  New York : United Nations （本書L11）, p.90. 
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（６）女性労働力の部門別分布 
表 28  レバノンにおける女性労働力の部門別分布 （％） 















表 29  レバノンにおける女性労働力の従業上の地位別分布（都市・農村別） （％） 
 1970 1997 2007 
  都市 農村 全体 全体 全体 
雇用者 1.4 1.5 1.4 1.5 1.7 
自営業主 11.2 12.6 11.7 11.6 10.0 
賃金労働者 83.6 37.4 65.7 81.6 81.5 
家族従業者 2.7 45.9 19.4 4.6 5.9 
見習い・その他 1.1 2.7 1.7 0.7 0.8 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
（出典）資料①14.12、資料③Tableau2.15、資料④Table 88-b より筆者計算。 
※対象：1970 年は全年齢、失業者を含まない。1997 年は年齢不明、失業者を含むかどうか不明。2007 年
は 15 歳以上、失業者を含まない。 
                                                        
35 Economist Intelligence Unit 2005, Country profile 2005 : Lebanon, London : EIU, p. 32. 
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（８）女性労働力の配偶関係別分布 
表 30  レバノンにおける女性労働力の配偶関係別分布 （％） 
  1987 2007 
未婚 60.6  58.7 
有配偶 30.2  34.1 
離別 1.6  4.2 
死別 7.2  2.4 
別居中・その他 0.4  0.7 
合計 100.0  100.0 
（出典）資料② 87.0.27F より筆者計算。資料④ Table 87-b より転記。 
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配偶関係別の分布については1987年と2007年のデータしかないが、いずれも約6割を未婚女性が占
めており、ほとんど変化がない。2000 年代のデータでシリア、ヨルダンと比較すると、3 カ国とも未婚女性が
半数以上を占める点で大きな違いはないが、レバノンは 3 か国中最も未婚女性の比率が高い（シリア 





レバノンの女性労働の特徴は、シリア、ヨルダンと比較した場合、20 代後半から 30 代前半の女性労働力
率が高い点、民間部門で働く女性の割合が非常に大きい点であろう。また特定の職業に女性労働力が集
中していない点も、シリアやヨルダンとは異なる。 
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